
The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

　 　 　 　 日本管 理 会計 学 会誌

　 　 　 　 管理 会計学 第 2 巻第 1 号

　 　 　 　 1993年春季号

特 　集

海外企業進出と管理会計 一
実践 的ア プ ロ

ー
チ

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　芝　　章
＊

〈研 究要 旨＞

1． 海外 企 業進 出 にお い て 管理 会計 の 課 題は何か を実践 的に考える場合次 の ス テ ッ

　 　プが必 要で ある．

　  海外企 業進 出の 課題 を明 らか にす る

　  管理会計 の 機能 と特色 を再認識す る

　    と  よ り海外企 業進出 に お ける 管理会計 の 具体 的謀 題 を ク ロ ーズ ア ッ プす

　 　 　 る

2． 海外企 業進出にお ける管理 会計 の 具体的課題 は次 の とお りで あ る．

　  海外関係会社の 組織 ヒの 位置付け と本社 の 立場か ら の 管理体 制

　  海外関係会社 の 業績計算

　  海外 関係会社の 業績評価

　  海外関係会社か ら本社 へ の レ ポ
ー

テ ィ ン グ シ ス テ ム

　  リス クへ の 対応 （為替 リス ク，税金 リス ク）

　　　特 に詳細説 明を要す る の は   ，  及び  で ある ．

3． 海外関係会社 の 組織上 の 位置付け と本社の 立場か ら の 管理 体制

　  組織上 の 位置付け と して は お お むね 5 つ の パ タ
ー

ン が ある

　  海外 関係会社 ご と に 主管担 当役員 と主管部 を決 め る の が 有効 で ある

4．　 海外 関係 会社 の 業績計算 と業績評価

　  業績計算は業績評価 の た め に 必要で あ る が両 者は 同 じ もの で は な い

　  業績 に は単独 業績 と連結業績が あ る

　  業績 評価 は多元 的構 造 を持 っ て お り， 評 価 対象 と評価 の フ ェ
ーズ をマ トリ ッ

　 　　ク ス 構造で 理解す る必 要が ある

　  定型化 しな けれ ば な らな い の は予算統制 の 締 め くくりと し て 行 な わ れ る予 算

　　　対比 に よる評価 で あ り
，

こ れ は人 事考課 と報奨 に つ なが る

〈キ
ーワ ー ド 〉

海外関係会社の 業績評価，海外関係会社の 組織 ，管理 会 計，リ ス ク管理 ， レ ポ ーテ

ィ ン グ ・シ ス テ ム
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1． 海外企業進出の 課題

　 厂海外企 業進 出 と管理 会計 の 課題 」 を実 践面 か ら考 える に あ た り，次 の よ うなス テ ッ プ

で ア プ ロ ーチ を して み た い ．

　海外企 業進 出の 管理面で の 課題 は何 か

　管理 会計 の機 能 と特色 は何 か

　管理 会計 は上 記課題 に い か に対 処 しうる か

　た だ し焦点 を明確 にす る た め に
， 海外企 業進 出 を本社 サ イ ドで 管理 す る立 場 か らの 課題

と い うこ とに絞 る こ とに す る ．

　海外 企業進 出の 管理 面 で の 課題 と して 私が い つ も考 え て 纏め て い る 項 目 は つ ぎの 10項 目

で ある ．

  周到 な ビジ ネス プ ラ ン （プ ロ ジ ェ ク トプ ラ ン ）の 作成 とそ の ア ッ プデ
ー

テ ィ ン グ

  リス ク へ の 対応 （会計 に か か わ る もの と して は為替 リス ク と税金 リ ス ク 〉

　  優秀 な人材 の 派遣

  現 地化 へ の 対 応 （特に経 営 の 現 地 化）

　  本社 と海外企 業 との 機能分担 の 明確化

  海外企 業 に お け る 職務権 限マ ニ ュ ア ル の 整備

  本社 にお ける 海外企業管理 体制の 明確化

  本社へ の レ ポ ーテ ィ ン グ シ ス テ ム の 確立

  本社 に お ける 業績評価 シ ス テ ム の 確立

  本社 か ら の 監 査の 実施

2． 管理 会計の機能 と特色

2．1　管理 会計の機能

　管理 会計 の 機能 と して 私が考 えて い る もの は

　  事業業績 の 正 しい 計算 と評価

　  事業の 経 営者 ， 管理 者 の 公 平 な評価

　  効果的な利益 管理 と収支管理

　  個別 意思 決定の た め の 情報提供
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　の 4 つ で あ り ， 別 の 観点か らい うと財 務会計 を補 完 す る機能 と い うこ とが で きる ．

2．2　管理 会計の特色

　次 に管理 会計 の 特色 と して は 次の 項 目をあ げ る こ とがで きる ．

　  セ グ メ ン ト会計

　  来来会計 （予想値 ，計画値 を扱 う）

　  特殊原 価 概念 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー概 念 を時 々 使用

　  情報 シ ス テ ム とデ
ー

タ ベ ー
ス を重視

　  非 会計 的 情 報 と連 動 して 相 乗 効 果 を期待 （実 体 的 管 理 と会 計的 管理 の 提 携
一

ア クテ

　　　ィ ビテ ィ コ ス テ ィ ン グ は まさに こ れ を狙 っ て い る と い える ）

3． 海外企業進出 にお い て管理 会計の 果 たす べ き役割

　実 践的 ア プ ロ ーチ の 基本 的考え方 は ， 2 の 管理会計 の 機能 と特 色 を生 か して 1 の 課題 に

い か に 対処 しうるか を考 え る こ とに よ り，具体 的課題 を ク ロ
ーズ ア ッ プ しそ れ へ の 対応 を

は か る こ とで ある ．

　以下 に具体 的課題 と考 え られ る 項 目を掲 げて み る．

　  海外 関係会社 の 組織上 の 位置付 け と本社 に お ける 管理体制

　  海外 関係 会社 の 業績計算

　  海外 関係会社 の 業績評価

　  海外 関係 会社 か ら本社 へ の レポ ー
テ ィ ン グ シ ス テ ム

　  リス ク へ の 対応 （特 に為替 リス ク，税金 リス ク）

4． 海外関係会社の 組織上 の位置付 け と本社 にお け る管理 体制

4．1　海外関係会社 管理 の 組織

　海外 関係会社 管理 （広 く海外 事業管理 と言 い か えて もよ い ）の 組織 と して い くつ か の パ

ター ン を （図 1 ）に掲 げ て み た ．

　私の キ ャ リア か ら 日本企 業特 に メ
ー

カ
ー

の 例 に接 する 機会 が 多 い とい う制約が ある こ と

は 否め ない が ， 大体次 の こ とが い える ．

　  製品別 グ ロ ーバ ル 組織 を採用 して い る と こ ろ が 比較的多い

　  本社か らの 独立性が 強 い 事業展 開が 可能な場合 は 地域別 グ ロ
ーバ ル 組織 を とる

　  製 品別 グ ロ
ーバ ル 組織指 向型で も，地域別の 戦略 ま た は 当該地域 の

一
貫 した マ

ーケ
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　　テ ィ ン グ活動が 必要 とな る た め ，海外事業部 （地 域 別課制 ）を置 い て 製 品 グル ー プ

　　を超 えた地域別活動の 調整 を行 な っ て い る と こ ろ が ある （混合型組織）

  い わ ゆ る 地 域 本 社 制 は
， 地域 別 グ ロ

ーバ ル 組織の 発 展形 態か ま た は 混合型 組 織の そ

　　れ と言 える もの で あれ ば有 意義

〈L2 　本社 にお ける管理体制

　海外 関係 会社 ご と に主管担 当役員 を決め （図 1 の 各副社長が こ れ に相 当す る ）， そ の 下 に

ス タ ッ フ と して の 主 管部長 を置 くの が 有効 と思 わ れ る ．主 管部長の 権限 ，義務は （表 1 ）

の よ うな もの で ある ．

　　　　　　　　　　　　　　 表 1　 主 管部の権限 ・義務

　　　　　　　　 海外関係会社の 事業戦略， 予算管理及 び 日常管理 を

　　　　　　　　　　 本社側で 総括担 当す る

　　　　　　　　 海外関係会社 との 連絡 の 窓 口 に な る

　　　　　　　　 海外 関係 会社 に 係 わ る 事項 に つ き他部 門 との 合議 ，

　　　　　　　　　　 調 整 をプ ロ モ ー トす る

　　　　　　　　 重 要 事項 を主 管そ の 他 関係 役員 及 び トッ プ に持 ち上

　　　　　　　　　　 げ指 示 を受け る

5． 海外関係会社の業績計算

5．1　単独業績

　基 本は 各会 社毎の 計算で あ り以 下 の 点 に 留意 す るこ とが必要で あ る ．

　  現地 通貨表示 ，及 び現地 会計基準 に よ る

　  報告サ イ ク ル

　　　月　　　　　　 半期 　　　　　　年

　  重 要管理 項 目

　　 受注 高　　　　　売上 高　　　　　事業損益 　　　　　　　事業収支

　　 棚 卸 資産 　　　　売 掛債権　　　　設備投 資，同残高　　　人員

　  対象会社
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● パ タ
ー

ン 1 機能別組織

社長

図 1　 海外事業管理の 組織

　　　　　　　 ● パ タ
ー

ン IV製品別 グロ
ー

バ ル 組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社長

副社長　　　　副社長

（製 造 〉　　（マ
ー

ケ テ ィ ン グ ）

ri H
　　 副社長

　 （ア ドミ ニ ス

　 トレ ーシ ョ ン ）

H
工 場　［工壅囲　支店　［璽劃　総 務　　経理

（国 内）　（海外 ）　 （国内）　 （海外）

副社長
（A 製 品

グ ル ープ ）

rf − ti‘fi
副社長

（B製 品

グ ル ープ）

副社長
（C 製品

グ ル ープ）

　 副社長

（ア ド ミニ ス

トレ
ー

シ ヨ ン ）

支店　 工 場 　輸出 ［麺劃 ［團
（国 内）　 （国 内〉　　　　（海外 ） （海外 ）

● パ タ
ー

ン 且海外事業部組織

　　　　　　　　　 社長

副社長

（A 製品

グ ル ープ ）

副社長
（B 製 品

グ ル ープ）

副社 長

（海外 事業 ）

⊥

　 副社長

（ア ド ミニ ス

トレ ーシ ヨ ン ）

輸出 ［齏 ］翻
　　　 ⇔毎夕9 　　（海タト）

● パ タ
ー

ン 皿地域別 グ ロ
ーバ ル 組織

　　　　　　　　　　　社長

社長 副社長　 副社長 副社長 副社

（国 内 ） （北米〉 （欧州 〉

宀

（ア ジ ア ）

輸出 ［麺 ［工圀
（欧 州 ） （欧 州） （欧州 ）

● パ ターン V 混合型組織

　　　　　　　　　　　社長

副杜長

（A 製品

グ ル
ー

プ）

（ア ド ミ ニ ス

ト レ
ー

シ ョ ン ｝

副社長

（B製 品

グ ル ープ）

品

副社長　　副社長　　　副社長

（C 製品　　（海外 事業 ）　（ア ド ミニ ス

グ ル ープ）　　　　　　 トレ ー
シ ョ ン ）

支店 工 場 圃 輸出 囲 囲 囲
鹽

（国内） （国 内） （海外）　　　 （北 米）　（欧州）　（ア ジ ア）

（注） ［二］は 海外企業 と考 えて よ い

　　 パ タ
ー

ン n 〜V の 国内営業部 門 は
一

応事業

　　 グ ル
ー

プ に 入 れ て あ る （単純化 の た め ）

　　　 全 会社 なお 本 社 サ イ ドで ト ッ プ へ 報告 す る と きに は 下記 に留 意

　　　 経営権の 有無で グル ー ピ ン グ

　　　 主管部門別に グル
ー ピ ン グ

5．2　連結業績

　単独業績 の 計算の ほか連結業績 の 計算が必 須 となる．
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  目的

　 海外関係会社 で の 事業展 開の 拡大 に 対応

　　内部 利 益の 排 除

  邦貨換算方式

　 管理 会計 の 問題 で あ る か ら外貨 建取引等会計処理 基準 の 詳細規 定に 必 ず し も と らわ

　　れず，社 内 レ ー トや期 末 レ ー トを画
一

的 に用 い て よ い

  会計基 準の 統
一

　　国際 会計基準 が 未確 立 で あ る か ら統
一

性 を重視す る な ら 日本方式 と い うこ と に な ろ

　　うが
， 管理 連結 は 簡易連結 と割 切 り税前利益 中心 に 管理 し

， 現 地方式 をそ の ま ま用

　　い るの も実務 的 に は許 され る と思 う

  報告サ イク ル

　　月　 　 　　 　　 　 　 半期 　　 　 　　 　　 　 年

  連結項 目

　　こ れ も簡易連 結 とい うこ とで 5．1の   で 述 べ た重要管理項 目に 限 っ て よ い

  対象会社

　 経営権 を有 しか つ 重要性 の あ る会社 に限 っ て よ い

  連結 の 単位

　　主管部 門に 連結する の が 管理 体制上 当然 で ある が （表 2 ）に損益 を例 に して 示 した

　　よ うに 多面 的に 随時連結計算 を行 な うの が 有効

　 特 に
， 特定 の 会社 を 中心 に お い て 本社各部門 と連結す る こ と も必 要 となる （表 2 の 関

　 係 会社 別 は そ れ を示 す ）

6． 海外関係会社 の 業績評価

　業績計算は 業績評価 の 必 要条件 で ある が 十 分条件で は ない ．業績評価 を行 な うに あた っ

て は 計算制度 を確 立 し実際 に計算 を行 な うほ か
一

工 夫 も二 工 夫 も必 要 と なる ．

6．1　 業績評価 の 多元的構造

　 まず 業績 評価 とい う言葉の 意味 を考え て み た い ．「業績評価」 に 対す る解釈 は人 に よ っ て

か な り異 な っ て い る が ，そ れ は 以 下 の よ うに 評価対象の と らえ方が 様 々 で ある た め と考 え

ら れ る ．

　　事前業績 と事後業績
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表 2　連結業績 （損益 ）の概 念

輸出入損益
投資，

技術損益

関係会社

損益
調整 合計

製 品グ ル ープ別

A

B

C

計

地域 別

1

且

皿

計

関係 会社 別

ア

イ

ウ

計

　　部 門一期 間業績 と プ ロ ジ ェ ク ト
ー

通 算業績

　　事業業績 と事 業責任者業績

　次 に業績評価 の 行 な われ る フ ェ
ーズ （局面 ）を明 らか に す る こ と に よ り業績 評 価 の 多元

的構造が 浮 か び上 が っ て 来 る よ うに 思 う．その フ ェ
ーズ とは 次の 通 りで あ る ．

　 　 プ ロ ジ ェ ク トプ ラ ニ ン グ

　　長 中期計画

　　予算編成

　　予算統制
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　　い わ ゆ る 業績評価 （以 下 匚業績評価 ］ と表現）

　私 は
，

以上 の よ うな評価対象 とフ ェ
ーズ を マ トリ ッ ク ス 構造 で 理 解 して

，
そ れ ぞ れ の 特

性 に応 じた評 価 シ ス テ ム を実務 に適用 すべ きで あ る と考 えて い る ，こ の こ とは もちろ ん 海

外関係会社 の 業績評価 に 限 っ た こ とで は な い ．

6．2　 業績評価 の 目的

　  海外 関係会社 の 設立 また は維持 の 妥当性判断 に 資す る （プ ロ ジ ェ ク トプ ラ ニ ン グの

　　　フ ェ
ーズ ）

　  主管部 門毎 に 海外 関係 会社 の 業績 を予 測 ， 計画 ， 統制す る こ とに よ り事業方針 ， 戦

　　　略 の 決定 と フ ォ ロ
ー

ア ッ プ に資す る （長 中期計 画 ， 予 算編成 ， 予 算統制 の フ ェ
ーズ ）

　  予算統制 の 締め くくりと して責 任者の 考課 と報奨 に 資す る （［業績評価］の フ ェ
ーズ）

6．3　単独業績 と連 結業 績

　 双方必 要で あ る が まず単独業績が 先行 す る

要度の ニ ュ ア ン ス が 異なる ）．

（た だ し上記各 フ ェ
ーズ に よ りそ れ ぞ れ の 重

6．4　業績評価基準

　　業績評価 基準 は次の 三 つ か ら構成 され る ．

　  評価要素

　　 計数的 業績 （会 計的業績）

　　 非計数的業績 （定性業績）

　　 近年 ， 非計数 的業績 （定性業績 ） に関 す る 評 価の 重要 性 が 高 ま っ て きて い るが そ の

　　 参考 と して （表 3 ）参照の こ と

　  評価尺度

　　 計数的業績 に つ い て は例 えば

　　 業界 平均値 （又 は最高値 ）

　　 過 去実績値 （又 は＋ ア ル フ ァ
ー

）

　　 予算値

　　 非計数的業績 に つ い て は 主観的 評価 （3段 階評 価等）

　  評価採点基準

　　　ウ エ イ ト付 け と採点の 配分
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　 　　　　 　 表 3 　企 業の 定性業績

顧客満足度 （CS ）

　 　　　 製品開発 　　 　 　 　 　 　 　 品質

　 　　　 納期　 　 　 　 　 　　 　 　 　 保守

　 　 　 　 生 産 の フ レキ シ ビ リテ ィ

社会満足 度 （SS）

　 　　　 公 害 ・環境対応

　 　　　 メ セ ナ （文化芸術活動 ）

　 　　　 フ ィ ラ ン ソ ロ ピ ー
（社会福祉活動 ）

従業 員満足度 （ES ）

　 　　　 知的水準　 　　　　 　　　　創造性

　 　 　 　 プ ラ イ ド　 　 　 　 　 　 　 　 モ ラ
ール

　 　　　 ゆ と り度 （含む経済的）

　 　　　 安全 度　 　 　 　 　 　 　 　 　
一

体感

　 　　　 積極性　 　　　　　 　　　　倫理性

　 　　　 遵法性

こ れ らに つ い て も何 らか の 定量 化 をす る こ とが 望 ま

しく，そ れ ぞ れ に つ きそ の 試み が為 され て きて い る ．

6．5　海外関係会社の業績評価の 種 々 相

　海 外関係会社の 業績評価の 種 々 相 を前述 の マ ト リ ッ ク ス 方 式で 表 現 して み たの が （表 4 ）

で ある ． こ れ に つ い て 各 フ ェ
ーズ毎 に要点を箇条書 きに して 述 べ て み た い ．

6ふ 1　プロ ジ ェ ク トプラ ニ ン グ

  戦略計画の 領域

　  必 要の 都度計画 しフ ォ ロ ー
す る

  期間 を超 え た通算 （ま た は累積）業績 を重視
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表 4　 海外 関係会社 の 業績評価の 種 々相

、
プ ロ ジ ェ ク トプ ラ ニ

1

ン グ （海外関係会社

の 設 立 とフ ォ ロ
ー
）

長 中期計画 ， 予算 編

成 予算統制
［業績評価 ］

事前評価 ○ ○

事後評価 ○ ○ ○

部 門期 間評価 ○ ○

プ ロ ジ ェ ク ト ○

評価

事業評価 ○ O

責任者評価唱 ○

瞬 （○） （○） ○

連結 ○ ○ （○）

備考 期 間 を超 えた 累積業 長 中期観点か らの 分 評価尺 度 として 予算

績重視 析が 必要 達成度の ウ エ イ ト大

画
一

的 フ ォ
ー ミ ュ ラ

が必 須

  プ ロ ジ ェ ク ト責任者の 評価 は 各年度 ［業績評価］の 集積を通 じて

  連 結業 績 が重 要

6．5．2　長 中期計画 ， 予算編成

　  事前 の 部門 一期 間評価

　  長中期的観点か らの 分析が 必要

　   目標 設定性 （意 欲 を織 りこ む）あ り

　  どち らか とい うと連 結業績が 重 要

6．5．3　予算統制

　  事後の 部 門 一期 間評 価
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  長中期 的 観点 か らの 分析が 必要

　  どち らか と い う と連 結業績が重 要

6．5．4　 ［業績評価］

  事後 の 期間評 価

　  責任者の 評価従 っ て 考課 と報奨 に繋が る

　  画
一

的フ ォ
ー

ミ ュ ラ が 必須

  評価 尺 度 と して 予 算達 成 度の ウ ェ イ トが大

　  単独 業績主体

　  各社 の 業績評 価制度 は こ の 性格が 強 い （但 し 6．5．3 と観念的 に区別 され な い こ とが 多

　　 い ）

　　　　 　　　　 　　　　 　 表 5　 業績評価基準の 概要

評価要＼ 素評価尺 度 予算対比 前年対比

受注 0 〜5 0〜25

計 売上 0〜5 0〜2．5　i
入金 0〜5 0〜2．5

数 損益 0〜5 0〜2．5

金融前収支 0〜5 一

的 総資本利益率 一 0〜25

売掛債権滞留 日数 0〜25 0〜25

業 棚 卸資産保有 日数 0〜5 0〜25

設備 回転率 一 0〜2．5

績 原価 実績 0〜5 0〜25

計 0〜375 0 〜22．5

マ
ーケ ッ トに お ける位 置 0〜5

非

計
販売体制

　rO
〜5

数
生産体 制 0〜7．5

的
角
疋

品質管理体 制
一
般管理体制

一
0〜750
〜5

性 人事 0〜25

的 合弁パ ー トナ
ー との 関係 0〜2．5

業 親会杜へ の 貢献 0〜5
績

計 0 〜40

合計 0〜 100
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一

番 定型 化 （画
一

的 フ ォ
ー ミ ュ ラ 化） しや す く ， また 定型 化 しな け れ ば な ら な い の が

［業績評価］で あ る の で ，そ の 業績評価基 準の 実例 を （表 5 ） に掲 げ た．

また海外関係 会社 へ の 投 資効率 と い うテ
ーマ が ， 特 に マ イ ノ リテ ィ 出資 の 場合 （経営権 な

し） に 本社 サ イ ドか ら見 た重 要 な評価要素 と して 登 場す る が ， マ ジ ョ リテ ィ の 場合 （経営

権あ り）の 業績評 価 と は基本的 に考 え方が 異 な る の で （表 6 ） を参考 まで に掲 げて お く．

　　　　　 表 6　 海外関係会社の 投資効率に つ い て

マ イ ノ リテ ィ出資の 場合， こ れ が計数的業績の 殆 ど唯
一

の 評価基 準

投資，回収 とは

資

収

投

回

海外企 業に対す る投資及 び融 資

利益 の こ と ， 具体 的 に言 うと

投 資及 び融 資 に伴 う受入配 当 ， 利 息

製品 ， 部品 ， 材料の 供給 に伴 う利益

製品 ， 部品 ， 材料の 購入 に 伴う利益

受入技術指導料 ，特許料

投資 及 び融資 の 資本 コ ス ト （支払利 息 と考 えて

よ い ）　　　 マ イ ナ ス 項 目

計算方法

　　　投資利益率法

　　　投資 回収期 間法 また は 投資回収率法

　　　投資利益 法

投資回収率を常に 考慮する こ とが
一

番健全 な管理

　　　 （注）　 現 地 留保利益 も潜在 的利益 で あ り， 第三 者 が肩代 わ

　　　　　　　 りすれ ば 実現 を期待 し うる と考 え れ ば こ れ を含め た

　　　　　　　回収計算の 併用 が有意義で ある （実価法的考え方）

7． 海外関係会社 か ら本社へ の レ ポ ー テ ィ ン グシス テ ム

7．1　本社事前承認事項 と本社へ の 報告事項

　 こ の テ
ー

マ は海 外 関係 会 杜管 理 上 こ れ だ け で 十 分 に 大 きな テ
ー

マ に な りうる が， こ こ で

は （表 7 ） を掲 げる に と どめ て お きた い 。一
言 だ け付言す る と，現 地企 業の 機 関 で ある 株

主総 会 や 取締役会 で の 決定事項 で あ っ て も何 らか の 形で 本社の 事前承認 を得 る べ き もの が
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多い とい うこ とで あ る ．私 は こ れ を二 重 決 定事項 と呼 ん で い る ．以 下 定例 報告事 項 に 焦 点

を絞 りたい ．

　　　　　　　　　　 表 7 　本社事前承認事項 と本社 へ の 報告事項 （例示）

　　　　　 本 社事前承認事項

　　　　　　　 （株 主総会関連事項）

　　　　　　　　 株主総 会の 召集

　　　　　　　　 定款 の 制定，改廃

　　　　　　　　 役員 の 選任，退任

　　　　　　　　 役員 の 報酬 ，賞与，退職 金

　　　　　　　　 年度決 算，利益金処 分

（取締役会関連 事項）

　 取 締会の 召 集

　 増資 ， 減資

　 合併 ， 分割 ， 買収

　 営業譲 渡 ， 譲受

　 子 会社 の設立 ，他会 社 へ の 資本参加

　 役付 役員 の 選任 ，退 任

　 中長期事業計画，予 算

　 ビ ジネス プラ ン （工 場建設，支店設置，新製品開発ほ か ）

　 公認会計士 の選定

　 銀行取引の 開始，廃止

　 重要 な借入 ，貸付

　 重 要な担保 の 提供 ， 債務保証

　 重要 な資産 の 貸与 ， 廃 棄 ， 売却

　 重要 な訴訟 の 申し立 て
， 取 り下 げ ， 和解

　 予 算外 の 重要事項 の 実行 ， 予算外の 重要 な支出

本社へ の 報告事項

　 株主総会議事録

　 取締役会議事録

　 営業 の 概況報 告 （月次 ，年度）

　 決算報告 （月次，年度）

　 監 査報告 （年度）

　 重要な組織 の設定，改廃

　 重 要な社内規定 の制 定，改 廃
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　 　　　　 　　 重要 な労働問題

　　　　　　　 役員 に準ず る者の 報酬 ，賞与，退職金

  定例報告事項

　 特に 重要 な もの と し て は

　 月次営業報告 （半期，年度 に纏 め た もの も必要）

　 月次決算報告 （同 上 ）

  営業報告 （ビ ジ ネス レ ポ ー ト）

　 海外関係会社 ト ッ プか ら主 管担 当役員へ （写の 宛先 は適宜 ）

　 随意様式で 可 ， 但 しあ る 程 度 の 定 型 化 は 叮能

　 問題点 と対策及 び先の 見通 しが大切

  決算報告

　 現地 コ ン ト ロ
ー

ラ
ー

か ら主管担当役員及 び経理 部 （又 は 海外 関係会社管理 部）へ

　　（写の 宛 先 は適 宜 ）

　 様式は 統
一

性 が 必要

　 短期 予 測 を含 め る の が有 効

7．2　本社 内部 に お ける決算報告

　  全 会社 の 決算総括報告

　  個 々 の 会社 の 決算報告 （要 約 ）

　  連結決算報告 （短期予測 を含め る の が 有効）

7．3　会計処理の 統一性

　私は 必ず し も完全 に 統
一

する 必要は な い と思 う． （5 。2 を参照）

7．4 悁報 シス テム

　  デ
ー

タ通信 ネ ッ トワ
ー

ク （自社又 は VAN 業者）の 利用が 望 ま し い

　  物量 に関す る トラ ン ザ クシ ョ ン デ
ー タに 関 して は即 時の デ ータ授受が 有効

　  会計情報 に つ い て は月次 で よ い と い うこ とに な ろ うが 予測 シ ス テ ム の 採用が 有効

　  連結 計 算 の た め特 に下記 の 情 報 が必 要 とな る

　　 内部取引

　　 未実現利益

174

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 海外 企 業進 出 と管 理 会計
一

実 践 的 ア プ ロ
ー

チ
ー

  デ
ー

タ通信 ネ ッ トワ
ー

ク を利用 した 企 業間情報 シ ス テ ム の イ メ
ージ に つ い て は，監

　　査 法入 トー
マ ツ の 岡田龍

一
氏 が 「企 業 会計」 の

’

91．12月 号 に 「関係 会社 （国 内含 む）

　　管 理 シ ス テ ム ・モ デ ル 」 と呼 ん で 掲 載 して お られ た もの が 参考に な る と思 わ れ る の

　　で こ れ を （図 2 ）に示す

図 2　関係会社管理 シス テ ム ・ モ デル

セ キ ュ リテ ィ 管理
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8． リス クへ の 対応

8．1　諸 リス ク の 区分

　広 く リス ク と い っ た場 合 ，事業 に つ き もの の 通常 リス ク と特 別 リス クが あ る が こ こ で は

い わ ゆ る 特別 リ ス ク を （表 8 ）の よ うに体 系づ け て み た ．

表 8　 リス クの 区分

リス クの 区分

　 　 　通 常 リス ク

　　　特別 リ ス ク

カ ン トリ
ー

リ ス ク

　　　直接 リス ク

間接 リ ス ク

（事業 リス ク）

（こ こ で い うリ ス ク）

人的 ， 物 的 災害 リス ク

法的 リ ス ク

政治 リス ク

国際収支 リス ク

政変 ， 戦争，国有化

送 金不 能 ， 禁 止

為替大幅変更 ， 忍 び よ る収用，

輸人 制限，国産 化率引 き上 げ ，

輸 出 ノ ル マ な ど

天 災地 変 ，

政 変 ， 戦争 ， 犯罪

不公 正慣行， ダン ピン グ
，

特許権，著作権 ，

製造物責任 （PL ）

雇用差別 ， 役員賠償責任，

税法

リ ス ク対応策

　　　リ ス クの 評価 シ ス テ ム　　　　　　　 情報 の 収集 ， 分析 ， 評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常時 ウ ォ ッ チ ン グ

　　 専 門部門の 強化　　　　　　　　　　 調査 部門，人事部門，法務部 門

　　 緊急対 応体 制 の 強化　　　　　　　　 マ ニ ュ ア ル 化，定常 組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員会 また は プ ロ ジ ェ ク トチ ーム

　　 個 別対 応策 （リス ク の 内容 に応 じた 対応）
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実践的 ア プ ロ ーチ ー

8．2　会計に 関係する リス ク

　会計 に 関係す る リ ス ク と して は 為替 リス ク と税金 リス ク が ある が 他の 論者の 方か らの 紹

介 に委ね る こ と と しこ こ で は省略 した い ．

（追記 ）海外関係会社 に お け る経 営の 現地 化 に つ い て

　冒頭 ， 海外企 業進 出の 課題 の 1 項 目 と して 現 地化 へ の 対応 一 特 に経営 の 現 地化　　と い

うこ と を掲げた．「経営の 現地化」は 管理会計 の 直接 的テ
ー

マ で は な い た め こ こ まで は取 り

上 げて 来 なか っ た が ，私 の 実務体験上 ，おそ ら く日本企 業の 海外進 出に 際 して の 最大の 課

題 と考 え られ る もの で あ りまた管理 会計 も決 して 無縁 とは言 えな い テ
ー

マ で あ る ため ，以

下 こ の 機会 に本件 に つ い て の 私見 を述べ させ て い た だ きた い と思 う．

1． 経営の現地化 とは

　経営 の 現地化 に は次の 三 つ の 局面が あ る．

　  意思決定 を現地 に委 ね る

　  経営ス タ イル を現 地風 に す る

　  現地 人 を経営 者 にす る

2． 意思決定を現地 に 委ね る こ とにつ い て

　意 思 決定の 適 正 化 と迅 速化 ，現地 の モ ラ
ール の 向上

， 優秀 な幹部 の 採用 と育成 と い っ た

様 々 の 面 か ら見て
， 現 地 サ イ ドの 意思 決定 の ウ ェ イ トを高め る方向が正 しい とい うこ とに

疑 い の 余 地 は な い ． しか し同時 に企 業集 団 と して の
一

貫 した グ ロ ーバ ル 戦 略 に よ る統合 化

とい うこ とを軽視 して は な らない ． こ の ため

　  本社 に 留保 すべ き権限 を明確 に する

　  本社 と して の 企 業 目標 と方針 を明確 に 打 ち出す

　  日常 管理 は
， 本 社 サ イ ドで は例外管理 を基本 と しオ ペ レ

ー
シ ョ ン は現地 主 導型 とする

　  本社 に 主管者 （担 当役員 ，部門）を置 く

　  本社 に お い て 業績評 価 を公 平 に行 な う

　 とい うこ とが 必須 となる ． こ こ で 明 らか に管理 会計 が 重要 な役割 を果 たす べ きで あ る と

判 断 され る ．

　な お
， 地域別 （北米 ， 欧州 ，

ア ジ ア 等） に 海外 関係会社 を管理 す る の が 適 当な企 業集団

に あ っ て は ， 上記  の 主管者は 現地 に ある地域本社で あ っ て よ い ．
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3． 経営ス タ イル を現地風 に する こ とにつ い て

　 こ れ も 「郷 に 入 れ ば郷 に従 え」 とい うこ とで 方向性は 正 しい ． しか し あま りこ れ を徹底

す る と

　  2 で 述べ た グ ロ
ーバ ル 戦略に よ る統 合化が 難 し くな る

　  い わ ゆ る 日本 的経営 の 良 い 部分 を生 か せ な くな り， 米企 業や 欧州企 業 と全 く変 わ ら

　 　 ず 日本人が 介在す る 分 か え っ て 非能率 と混乱が 生 ず る と い うこ と に な っ て しま うた

　 　 め ，や は り 「日本 的経営の メ リ ッ ト」 を生 か す工 夫 をすべ きで あ る ．

　 そ れ で は 日本的経営の メ リ ッ トとは 突 き詰 め た と こ ろ 何 で あろ うか ，私 は 日本 の 経 営

の 各社 にお け る 現 実の 姿 に は 数多 くの 問題 が あ り， まさ に 「日本的経営の デ メ リ ッ ト」

と い うべ き もの も多々 あ る と思 っ て い る が ， や は りほ ぼ 共 通 的 に 以 下 の 良 さが ある こ と

を感 じて お り， こ れ を 日本的経営 の メ リ ッ トと して お お い に 推 進 す る よ う努力すべ き と

考 えて い る 。

　 現 に
， 欧米 の 優秀企 業 は 以 下 の こ と を前 か ら も また は 前 に も増 して 現在経営 の 重 要

方針 と し て 推進 し て い る ． そ して そ の こ と を 日本 的経営 の 良 さ の 取 り入れ とい う認 識

で とら えて い るま うに 思 う．

　 （1 ）顧客志向の マ
ーケ テ ィ ン グ

　 （2 ） 技術 （製品技術 、 生 産技術）革新戦略

　 （3 ） 品質管理 と生 産管理 を連動 させ た 生産 シ ス テム

　 （4 ） 企 業内経営情報の 共有化志向

　 （5 ） 長中期志向の 戦略

　 私 は 、 こ れ ら を現 地 の 風 土 の 中で 如何 に 定着 させ て い くかが 日本企 業 の 海外進 出 の

成否 を大 きく決定づ ける と考 えて い る ．

4 ． 現地 人 を経 営者 （特 に社長）に する こ と につ い て

　 これ も 2 お よ び 3 の 方向性が 正 し い と い うこ と と同
一

の 発想 で 肯定的 に 考 えて い る ． し

か し上 で 述べ た前提 な い し制約条件 を良 く考 え る 必要が あ る ．す なわ ち一
貫 した グ ロ

ーバ

ル 戦略 の 実現 と ロ本的経営の 良さの 維持 を 配慮すべ きで あ る ．最終的に は そ の 社長が どれ

だ け本社 の 経営理 念及 び 戦 略 （目標 、方 針 、具 体的戦 略 ）に理解 と共鳴 を示 して い る か と

い うこ と と、 そ の 社長 と本社 ト ッ プ との 間 に本 当の 意味の 人 間的信頼 関係 が成立 し て い る

か と い うこ とが決め 手 に なる こ とは確 か で あろ う．
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   MANAGEMENT  OF  OVERSEAS  AFFILIATED
COMPANIES  AND  MANAGEMENT  ACCOUNTING:

           FROM  PRACTICAI.  VIEWPOINT

Akira  Shiba"

ABSTRACT

1. The themes  of  management  accounting  in the management  of  overseas

   affiliated  companies  are  as  fo11ows;

 O  Idea for organizing  of  the  Companies  with  the  organization  chart  of

    headquarters  (HQ).
 @  Perfbrmance  measurement  and  evaluation  ofthe  Companies.

 (l) Report  from  the Companies  to HQ.
 @  Risk  management  (ie., exchange  rate,  tax system).

2. Thekeypoints:
 (!) Top  management  should  appoint  a  VP  in HQ  responsible  for the

    management  of  each  Company.

 @  The  reasonable  performance  evaluation  of  the  Companies  is most

    important.
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